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1E04 

行動制約下における産業財マーケティング 

―日本工作機械産業を中心としてー 

 

 
○門田大輝, 鈴木信貴(長岡技術科学大学) 

 

 
1. はじめに 

本研究の目的は、行動制約下における有効な産業財マーケティング戦略を検討することである。 

産業財の取引は一般的な消費財とは異なり、取引に合目的性、継続性、相互依存性、組織性という４

つの特徴があり(高嶋,南,2006)、対面でのマーケティング活動が極めて重要な役割を持つ。しかし、2020

年から新型コロナウイルス(以下、新型コロナと略す)の影響により、対面でのマーケティング活動は著

しく制限されている。新型コロナに関わらず、今後のために対面だけでなくオンラインをより活用した

産業財マーケティングについて考案していく必要があると考える。 

様々な産業、企業で使用される工作機械のように、潜在的な顧客の多い産業財では、常に新規の顧客

を開拓していくことが重要である。そのためには、顧客情報の収集・分析を行うことに加え、販売促進

活動を行うことが必要となる(高嶋,南,2006)。本研究では、産業財マーケティングのプロセスの中で、

「顧客情報の収集・分析」、「販売促進活動」に焦点を当てる。産業財マーケティングでは、この２つの

活動は統合的に行われる(図１)。 

本研究では、行動制約下でどのように産業財マーケティングを行えばよいかについて、定量・定性の

両面から分析、検討を行った。定量研究では、新型コロナに伴う行動制約下においても、産業財ではオ

ンラインよりも対面でのマーケティング活動が経営成果に結びつくことが示された。定性研究でも同様

に、５社中、４社がオンラインには限界があり、対面でのマーケティング活動が経営成果に結びつくが、

行動制約下で十分な対面活動ができず、経営成果の減となっていた。その一方で、オンラインセミナー、

動画配信、Web 分析など効果的にオンライン上でのマーケティング活動を行い、経営成果の維持、向上

に結びつけるという企業が１社存在し、産業財マーケティングの新たな可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 
 

 

図１ 産業財マーケティングのプロセス 
出所：高嶋・南(2006)を参考に筆者作成 

 

2. 先行研究 

産業財マーケティングでは対面での活動が極めて重要だとされる。対面でのマーケティング活動に関

して、高嶋・南(2006)は、潜在顧客に直接接触できる営業担当者やチャネルがマーケティングリサーチ

の情報源として重視されると論じる。Michael and Thomas(2004)は、顧客訪問は「満たされないニーズ

を掘り起こす」、「新しい市場機会を発見する」といった効果が期待されると言及している。濱岡(2013)

では、「営業担当者を通じた情報収集」は「新製品の開発総数」に正の影響を与えること、「顧客の利用

/消費現場への訪問」は「革新的な製品(及び成功数)」に正の影響を与えることを論じている。 

一方、産業財のオンラインマーケティング活動に関しては、名取(2013a)では、B to B 取引を主に行

う中小企業を対象とした研究を実施しており、中小企業が Web サイトを用いて技術情報の外部発信を行

い、潜在顧客から探し当てられ、対面活動へとつなぐ戦略が効果的であると論じている。さらに、名取

(2013b)では、産業財を主体とする中小企業は、Web サイトで、「ウェブサイトの定期的更新」、「顧客の

課題解決方法の提供」を行うことが対面活動につながり、売上高や新規顧客数といった経営成果向上の

要因となっていると論じている。 

顧客分析 

取取引引活活動動のの中中でで統統合合  

製品開発 顧客に販売 

顧客に情報投入 顧客から情報収集 
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また、新型コロナ禍の消費財のオンラインマーケティング活動に関して、池尾(2021)は、小売業者や

アパレル、食品、自動車メーカーなどでは新型コロナをきっかけにオンライン商談、D2C(Direct to 

Consumer)、オムニチャネルが加速していること、新興企業を中心に自社サイトや SNS で顧客と密接な

コミュニケーションを図る形が広がっていることを言及している。 

先行研究では、産業財のオンラインマーケティングについても議論しているが、情報発信に焦点が当

てられ、最終的には対面活動が重要であると論じている。しかし、新型コロナのような行動制約下では、

対面活動は制限される。今後のためには、新型コロナに関わらず、対面だけでなくオンラインをより活

用した産業財マーケティングについて考案していく必要がある。そのため、本研究では、「行動制約下で

どのように産業財マーケティングを行えば経営成果に結び付くか」というリサーチクエスチョンを設定

し、研究を行う。 

 

3. 研究概要 

本研究では、上記のリサーチクエスチョンを基に定量・定性の両面から分析、検討を行う。リサー 

チクエスチョンにおける経営成果は「売上高」と「新規顧客数」とする。研究対象は日本の工作機械産

業を中心とする。その理由は、工作機械は代表的な産業財だからである。定量研究では、質問票調査に

て、新型コロナ流行前(2018 年 1 月～2019 年 12 月)と新型コロナ流行後(2020 年 1月～2021 年 12 月)の

企業の取り組み、経営成果を分析した。定性研究では、日本の工作機械メーカー5 社にインタビュー調

査を実施した。 

 

4. 定量研究 

4-1.  仮説の設定 

4-1-1.  顧客情報の収集・分析に関する活動 

新型コロナの影響により、ZOOM などのミーティングツールが活用され、オンライン上で工場の立ち会

いや商談が可能となった。しかし、産業財では相互依存性、組織性の観点から、職能横断的に、顧客と

緻密な情報交換が必要となるため、オンライン上で顧客情報を収集することは難しいと考える。そこで、

定量研究を行うにあたり、「顧客情報の収集・分析」に関して以下の仮説を生成する。 

仮説 1：対面での営業活動が減少するほど、経営成果に負の影響を及ぼす。 

4-1-2.  情報発信・販売促進に関する活動 

先行研究では、Web サイトによる情報発信が経営成果の向上に結び付いていた。さらに新型コロナ禍

では、売り手企業と同様に移動制限がある買い手企業にとって、インターネット上で製品や企業情報を

収集する機会が増えることが考えられる。重要な販促活動の一つである展示会もオンラインで開催され

ており、行動制約下では Web サイトの重要性は高いと考える。そこで「販売促進活動」に関して以下の

仮説を生成する。 

仮説 2：Web サイトを積極的に活用するほど、経営成果に正の影響を及ぼす。 

4-2.  定量研究の概要 

上記の仮説を検証するために質問票を作成し、2022 年５月から７月にかけて質問票調査を行った。定

量研究では日本工作機械工業会に加え、関連する日本工作機器工業会、日本機械工具工業会、日本産業

機械工業会を対象とした。合計 335 社に調査票を送付し、回答数は 55件、有効回答数は 49件であった。

有効回答率は 14.6%だった。 

表１は各変数の概要である。それぞれの変数は先行研究及び定性研究の結果を参考に作成した。(1)

～(6)の独立変数及び(10)(11)の従属変数は、実施度と成果を５件法で回答を得た。(1)～(6)の独立変数

に関しては、事前に相関分析を行い、多重共線性の問題がないかを確認している。制御変数に関して、

(7)の資本金は中小企業庁の企業規模の定義に基づいた３件法、(8)(9)は実数値で回答を得た。 

表１ 各変数の概要 

仮説１ (1)人的な営業活動の比率  

濱岡(2013)を参考 (2)トラッキングデータ 

(3)営業支援ツール 

仮説２ (4)実地での展示会 名取(2013a) 

名取(2013b) 

を参考 
(5)オンライン展示会 

(6)Web サイト 

制御変数 (7)資本金 新型コロナ禍の経営成果 
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(8)直接販売比率 に関わる変数を設定 

(9)海外販売比率 

従属変数 (10)売上高 財務省(2021) 

名取(2013a)、名取(2013b) 

を参考 
(11)新規顧客数 

出所：筆者作成 

 

4-3. 重回帰分析の結果 

 質問票調査で収集したデータを用いて統計ソフト SPSS を使用し、重回帰分析を行った。売上高を従

属変数とした結果を Model1(仮説 1)、Model2(仮説 2)、Model3(全独立変数)、新規顧客数を従属変数と

した結果は Model4(仮説 1)、Model5(仮説 2)、Model6(全独立変数)とした。 

重回帰分析を行った結果、全サンプルでは「直接販売比率」と「売上高」に正の有意な関係があり(表

２)、日本工作機械工業会のみのサンプルでは、「実地での展示会」と「新規顧客数」との間に５％水準

の有意な関係があった(表３)。また、日本工作機械工業会および日本工作機器工業会のサンプルでは、

「実地での展示会」と「新規顧客数」との間に１％水準の有意な関係があった(表４)。 

 

表２ 重回帰分析(全サンプル) 

  Model1 Model2 Model3 

人的な営業活動の比率 0.229(1.566)  0.143(0.910) 

トラッキングデータ 0.156(1.014)  0.064(0.379) 

営業支援ツール -0.045(-0.294)  0.024(0.148) 

実地の展示会  0.241(1.601) 0.213(1.281) 

オンラインの展示会  0.108(0.595) 0.081(0.425) 

Web サイト  0.010(0.062) -0.008(-0.047) 

資本金 0.256(1.611) 0.228(1.448) 0.247(1.488) 

直接販売比率 0.310(2.172)** 0.359(2.319)** 0.350(2.172)** 

海外販売比率 -0.28(-0.181) -0.083(-0.523) -0.068(-0.418) 

サンプル数 49 49 49 

R² 0.199 0.227 0.246 

調整済み R² 0.084 0.117 0.072 

F 値 1.737 2.059* 1.411 
出所：筆者作成  注：***1%水準**5%水準*10%水準、(括弧内は t 値)、従属変数：売上高 

 

表３ 重回帰分析(日本工作機械工業会のみ) 

  Model4 Model5 Model6 

人的な営業活動の比率 0.495(1.381)  0.295(0.785) 

トラッキングデータ 0.183(0.576)  0.263(1.004) 

営業支援ツール -0.580(-1.530)  -0.042(-0.085) 

実地の展示会  1.030(3.481)** 1.093(1.976) 

オンラインの展示会  -0.347(-1.317) -0.279(-0.573) 

Web サイト  0.071(0.302) -0.004(-0.011) 

資本金 0.891(2.144)* 0.247(1.108) 0.358(0.736) 

直接販売比率 0.129(0.338) -0.521(-1.723) -0.631(-1.451) 

海外販売比率 0.016(0.040) 0.319(0.900) 0.301(0.510) 

サンプル数 14 14 14 

R² 0.379 0.699 0.773 

調整済み R² -0.087 0.474 0.363 

F 値 0.813 3.101* 1.887 
出所：筆者作成  注：***1%水準**5%水準*10%水準、(括弧内は t 値)、従属変数：新規顧客数 
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表４ 重回帰分析(日本工作機械工業会および日本工作機器工業会) 

  Model4 Model5 Model6 

人的な営業活動の比率 0.021(0.071)  0.002(0.008) 

トラッキングデータ 0.200(0.671)  0.207(0.865) 

営業支援ツール 0.041(0.145)  0.041(0.183) 

実地の展示会  0.691(3.478)*** 0.693(3.264)*** 

オンラインの展示会  -0.404(-1.667) -0.448(-1.702)* 

Web サイト  0.191(0.940) 0.173(0.740) 

資本金 0.013(0.044) 0.094(0.468) 0.127(0.536) 

直接販売比率 0.058(0.228) -0.290(-1.249) -0.336(-1.339) 

海外販売比率 0.010(0.186) 0.230(1.124) 0.267(1.113) 

サンプル数 23 23 23 

R² 0.064 0.496 0.538 

調整済み R² -0.287 0.307 0.218 

F 値 0.182 2.623* 1.682 
出所：筆者作成  注：***1%水準**5%水準*10%水準、(括弧内は t 値)、従属変数：新規顧客数 

 

5. 定性研究 

5-1. 定性研究の結果 

2021 年 1 月から 2022 年 9 月にかけて、日本工作機械工業会所属の工作機械メーカー５社(表５)を対

象に調査を行った。定量研究では、新型コロナ禍でも対面でのマーケティング活動が経営成果に結びつ

くことが示された。定性研究でも５社中、４社がオンラインには限界があり、対面でのマーケティング

活動が経営成果に結びつくが行動制約下で十分な対面活動ができず、経営成果の減となっていた。その

中で A社は、オンラインでのマーケティング活動に力を入れており、経営成果の維持、向上に結び付け

ていた。(5-2)で、A社が行動制約下で行ったマーケティング活動を説明する。 

表５ 定性研究の概要 

インタビュー対象 実施日 インタビュー形式 回答者の役職 

A 社 2021/8/25 

2022/9/1 

オンライン マネージャ 

係員 

B 社 2021/4/15 オンライン 専務取締役 

C 社 2021/6/25 対面 代表取締役社長 

D 社 2021/7/2 オンライン 係員 

E 社 2021/9/29 オンライン 課長 
出所：筆者作成 

5-2. A 社の事例 

A 社はマシニングセンタや放電加工機などを製造・販売する工作機械メーカーである。海外には多く

の拠点・関連会社があり、売上高の約７割は海外となっている。 

まず、顧客情報の収集・分析に関して、新型コロナ前は商社、エンドユーザーを訪問し、それらの活

動を SFA(Sales Force Automation)に入力し、各課、各営業所で引合い状況を分析していた。新型コロ

ナをきっかけに、Web サイトやオンラインセミナーなどから顧客のトラッキングデータを集めたことで、

その情報を元に顧客に接触することが可能になった。2021 年 7月からは Web サイト上に会員専用ページ

を開設し、顧客動向の可視化と顧客の重みづけがしやすくなった。 

販売促進、情報発信の活動に関して、新型コロナ前は実地でのセミナーや展示会、メールマガジン、

Web サイト、雑誌などで情報発信を行っていた。その中でも一番力を入れていたのは実地での展示会で

あり、販売成果に結びついていた。新型コロナ禍になると、オンラインセミナー、オンラインの展示会、

メルマガ、Web サイト、Web 広告など、オンラインコンテンツに力を入れた。特にオンラインセミナーは

積極的に行い、販売成果に結びついた。2021 年からは実地での展示会に出展できるようになったが、同

時に Web サイト上でも特設ページを設置し、オフラインとオンラインのハイブリッド型で出展した。こ

れにより顧客がどちらからでも情報収集できるようになり、現場で製品を見た顧客が会期終了後に再度

動画などのオンラインコンテンツで製品情報を確認できるようになった。 
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6. 考察 

 定量研究において、日本工作機械工業会、および日本工作機器工業会のサンプルでは、「実地での展

示会」と「新規顧客数」との間に正の有意な関係があった。潜在顧客の幅が広い工作機械産業にとっ

て、様々な企業が参加する展示会は、顧客吸引の役割を果たすことができる。「オンライン展示会」は

経営成果に結びついているかは不明であった。そのため、行動制約下であっても、オンラインではな

く対面での販売促進活動が効果的であるといえるだろう。 

定性研究では、A 社以外の４社はオンラインでの活動が進んでおらず、対面での営業活動に依存して

いた。池尾(2021)は、消費財では、新型コロナをきっかけにオンラインでのマーケティング活動が広が

っていると言及しているが、産業財では、その財の性質により顧客に密着した営業活動が必要になる(高

嶋,南,2006)。その中で、A社は新型コロナをきっかけに、Web 分析やオンランセミナー、オンライン展

示会といったオンラインでのマーケティング活動に力を入れ、経営成果に結びつけていた。ただし、オ

ンライン活動が進む A社でも、対面での産業財マーケティング活動は引き続き重要な役割を果たしてい

る。 

Michael and Thomas(2004)や濱岡(2013)といった先行研究から、「対面での営業活動が減少するほど、

経営成果に負の影響を及ぼす」という仮説１を構築した。顧客にとっても対面の営業活動は重要な意味

を持つ。産業財は合目的性の特徴があり、顧客は広告やブランドだけで産業財を選択するのではなく、

売り手企業の営業担当者から情報を集めることが一般的となっている(高嶋,南,2006)。ただし、本研究

の定量研究では先行研究と同様の有意な結果は得られなかった。定性研究では、行動制約下でも対面で

の営業活動が引き続き行われていたが、実地での展示会や対面での営業活動が制限された状況では、A

社以外の４社ではマーケティング活動に限界が生じていた。そのため、定性研究全体としては仮説１が

支持され、A社は逸脱事例として捉えることができる。 

名取(2013a)では、Web サイトでの情報発信が展示会よりも新規顧客の開拓に結びつくことが示されて

おり、本研究でも「Web サイトを積極的に活用するほど、経営成果に正の影響を及ぼす」という仮説２

を設定した。しかし、定性研究において、A 社のようなオンライン上での活動が経営成果に結びつく事

例はあったが、定量研究においては「実地での展示会」が経営成果に結びつく結果となり、「オンライン

展示会」と「Web サイト」が経営成果に結びつくかどうかは不明のままであった。そのため、本研究で

は、行動制約下でも対面での産業財マーケティング活動が重要になるという結果になった。 

重回帰分析の全サンプルの結果において、制御変数である「直接販売比率」と「売上高」との間に正

の有意な関係があった。高嶋・南(2006)は、間接販売は職能間連携にとって不利になりやすいと論じて

いる。産業財の特徴の１つである組織性の点から、産業財取引は営業部門以外にも開発部門や生産部門

なども関与する。そのため、流通業者を介すことで職能間の連携が難しくなり、さらには新型コロナに

よる対面での行動が制約された状況では、より一層の連携や情報交換が難しくなると考えられる。その

ため、行動制約下では直接販売に重点を置く企業ほど、売上高の維持、向上に結び付いたのではないか

と考える。 

 

7. おわりに 

本研究は、行動制約下における有効な産業財マーケティング戦略を検討することを目的に、定性・定

量の両面から分析、検討を行った。先行研究では、産業財マーケティングのオンラインの活用や新型コ

ロナ禍に伴い、消費財マーケティングでは対面からオンラインへの切り替えが議論されていた。しかし、

本研究では、産業財では行動制約下でも対面でのマーケティング活動が重要であることが示された。産

業財では消費財と異なり、行動制約下でも対面活動が重要であることを示したことが本研究の一つの貢

献であると考える。 

産業財では、顧客との緻密な情報交換が必要なため、対面での活動が重要な意味を持つ。行動制約下

では産業財にとって重要な対面でのマーケティング活動が制限される。定性研究でも５社中、４社がオ

ンラインには限界があり、行動制約下で十分な対面活動ができず、経営成果の減となっていた。ただし、

定性研究の事例の中には、オンラインで効果的にマーケティング活動を行い、経営成果の維持、向上に

結び付けている事例（A 社）も存在した。この逸脱事例を示したことが本研究のもう一つの貢献である

と考える。 

本研究により産業財マーケティングに新たな知見が示唆されたが、どのような対面活動とオンライン

活動を組み合わせて産業財マーケティングを行えば効果的、効率的なのかといったことについては、明

らかになっていない。この問題は今後の課題としたい。 
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